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Ⅰ．法人の概要 

１．学校法人の沿革 

 

明治１４年 校祖渡邉辰五郎本郷区湯島に「和洋裁縫伝習所」を創設 

明治２５年 和洋裁縫伝習所を拡張、「東京裁縫女学校」と改称 

明治３９年 師範科を開設 

明治４１年 師範科を廃し、高等師範科・高等師範別科・速成科を設置 

明治４４年 「財団法人私立東京裁縫女学校」設立認可 

大正 ９年 法人名を「財団法人東京裁縫女学校」と改称認可 

大正１１年 高等師範科を廃し、専門学校令による「東京裁縫女学校専門部」を新設認可。その後、専門

部を「東京女子専門学校」と改称認可 

大正１５年 法人名を「財団法人渡辺女学校」と改称認可 

昭和 ５年 法人名を「財団法人渡辺学園」と改称認可 

昭和 ５年 創立 50 周年記念式典を挙行 

昭和 ６年 東京裁縫女学校を「渡辺女学校」と改称 

昭和 1０年 創立 55 周年記念式典を挙行 

昭和１５年 創立 60 周年記念式典を挙行 

昭和１６年 高等女学校令による「渡辺高等女学校」を設置 

昭和１９年 渡辺女学校廃校 

昭和２０年 空襲により本郷湯島校舎全焼 

昭和２１年 東京第二陸軍造兵廠板橋製造所跡（現在地）へ移転 

昭和２２年 新学制による「渡辺女子中学校」を設置認可 

昭和２３年 新学制による「渡辺学園女子高等学校」を設置認可 

昭和２３年 渡辺女子中学校を「渡辺学園女子中学校」と改称認可 

昭和２４年 「東京家政大学 家政学部（生活科学科・被服科学科）」及び別科（１年制）を設置認可 

昭和２４年 渡辺学園女子高等学校は「東京家政大学附属女子高等学校」、渡辺学園女子中学校は「東京

家政大学附属女子中学校」と改称 

昭和２５年 「東京家政大学短期大学部（家庭科）」を設置認可。これに伴い東京家政大学家政学部は被

服科学科を廃し、生活科学科に児童栄養専攻と被服専攻を置く。別科は、短期大学に移行 

昭和２６年 創立 70 周年記念式典を挙行 

昭和２６年 法人組織を改め、「学校法人渡辺学園」と変更認可登記完了 

昭和２６年 東京家政大学家政学部生活科学科は児童・栄養・被服の 3専攻とする 
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昭和２６年  東京女子専門学校廃校 

昭和２８年 東京家政大学短期大学部に「別科」（家政専修）を設置認可 

昭和２８年 東京家政大学短期大学部の「家庭科」を「家政科」に、別科を「家庭科」と定める 

昭和２８年 「東京家政大学附属みどりケ丘幼稚園」を設置認可 

昭和３１年 創立 75 周年記念式典を挙行 

昭和３５年 東京家政大学短期大学部の 2専攻を児童・栄養・被服の 3専攻とする 

昭和３６年 創立 80 周年記念式典を挙行 

昭和３７年 東京家政大学家政学部の学科組織を変更（生活科学科を廃し、児童学科・栄養学科・服飾美

術学科とする） 

昭和３７年 東京家政大学短期大学部家政科の学科組織を変更（家政科を廃し、保育科・栄養科・服飾美 

術科とする） 

昭和４０年 学校法人の主たる事務所を変更（東京都板橋区加賀一丁目 18 番 1 号） 

昭和４１年 東京家政大学家政学部を児童学科・栄養学科・服飾美術学科とする 

昭和４１年 東京家政大学短期大学部を保育科・栄養科・服飾美術科とする 

昭和４１年 東京家政大学短期大学部別科の家政専修を生活教養科と改称 

昭和４１年 創立 85 周年記念式典を挙行 

昭和４２年 東京家政大学にナースリールームを設置 

昭和４２年 東京家政大学家政学部栄養学科を栄養学専攻と管理栄養士専攻に分離 

昭和４５年 東京家政大学家政学部児童学科を児童学専攻と児童教育専攻に分離 

昭和４６年 東京家政大学家政学部服飾美術学科を被服専攻と美術専攻に分離 

昭和４６年 創立 90 周年記念式典を挙行 

昭和５６年 創立百周年記念式典を挙行 

昭和５６年 東京家政大学短期大学部別科（家政専修）を廃止 

昭和６０年 埼玉県狭山市に校地取得（国有地払下げ） 

昭和６１年 埼玉県狭山市に狭山校舎を開設、ここに東京家政大学文学部（英語英文学科、心理教育学科）

を開学 

平成 元年 東京家政大学大学院（家政学研究科修士課程＝食物栄養学専攻、被服造形学専攻）を開学 

平成 ３年 創立 110 周年記念式典を挙行 

平成 ４年 東京家政大学大学院（家政学研究科修士課程）に児童学専攻を増設 

平成 ５年 東京家政大学大学院（家政学研究科博士後期課程）人間生活学専攻を増設 

平成 ６年 校祖渡邉辰五郎生誕 150 年（記念行事を行う） 

平成 ７年 東京家政大学短期大学部国際コミュニケーション科を設置 
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平成 ８年 東京家政大学大学院文学研究科を設置 

平成 ９年 東京家政大学家政学部環境情報学科を設置 

平成 ９年 東京家政大学家政学部服飾美術学科の「被服専攻」を「服飾専攻」に改称 

平成１４年 東京家政大学家政学部児童学科に育児支援専攻を設置 

平成１５年 東京家政大学家政学部服飾美術学科美術専攻を改組し、造形表現学科を設置 

平成１５年 東京家政大学家政学部服飾美術学科服飾専攻を東京家政大学家政学部服飾美術学科に変更 

平成１８年 文学部開設 20周年記念式典を挙行（狭山校舎） 

平成１８年 創立 125 周年記念式典を挙行 

平成１９年 板橋校地の隣接国有地を購入 

平成２１年 東京家政大学家政学部環境情報学科を「環境教育学科」に改称 

平成２１年 東京家政大学文学部を「人文学部」に、同英語英文学科を｢英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科｣に改称 

平成２１年 東京家政大学家政学部児童学科児童教育専攻を廃し、「児童教育学科」を設置 

平成２１年 東京家政大学文学部心理教育学科を廃し、「人文学部心理ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ学科・教育福祉学科」を 

 設置 

平成２１年 東京家政大学短期大学部国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科廃止 

平成２３年 創立 130 周年記念「渡邉辰五郎賞」創設 

平成２４年 東京家政大学大学院家政学研究科、文学研究科を改組し、人間生活学総合研究科を設置 

 東京家政大学短期大学部服飾美術科廃止 

平成２５年 東京家政大学人文学部心理教育学科廃止 

 東京家政大学看護学部看護学科、子ども学部子ども支援学科を設置認可 

       東京家政大学大学院文学研究科廃止 

平成２６年  東京家政大学看護学部（看護学科）、子ども学部（子ども支援学科）を設置 

       東京家政大学かせい森のおうちを狭山校舎に設置 

       かせい森のクリニックを狭山校舎に設置 
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２．設置する学校の内容 

平成26年5月1日現在 

学校名 学部名等 学科名等 
入学 
定員 
(人) 

入学 
者数 
(人) 

収容 
定員 
(人) 

現員 

(人) 
備考 

東京家政大学 人間生活学 人間生活学専攻 3 8 9 11 博士課程 平成24年度設置 

大学院 総合研究科 児童学児童教育学専攻 5 6 10 13 修士課程 平成24年度設置 

  健康栄養学専攻 5 5 10 12  

  造形学専攻 4 5 8 12  

  英語・英語教育研究専攻 4 2 8 4  

  臨床心理学専攻 8 8 16 16  

  教育福祉学専攻 4 2 8 2  

 家政学研究科 人間生活学専攻 ― ― ― 1 博士後期課程平成24年度より募集停止 

  食物栄養学専攻 ― ― ― 0 修士課程 

  被服造形学専攻 ― ― ― 0 平成24年度より募集停止 

  児童学専攻 ― ― ― 0  

 計  33 36 69 71  

東京家政大学 家政学部 児童学科 210 231 800 862 平成24年度より定員増150⇒210 

  児童教育学科 85 108 350 397  

  栄養学科 280 313 1,095 1,180 平成24年度より定員増225⇒280 

  服飾美術学科 175 197 710 797 平成23年度より定員増140⇒175 

  環境教育学科 75 96 310 371  

  造形表現学科 120 149 469 515 平成24年度より定員増107⇒120編入減5⇒1  

 人文学部 英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 120 141 490 512  

  心理ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ学科 80 92 330 362  

  教育福祉学科 70 78 290 312  

 看護学部 看護学科 100 110 100 110 平成26年度新設 

 子ども学部 子ども支援学科 100 114 100 114 平成26年度新設 

 計  1,415 1,629 5,044 5,532  

東京家政大学短期大学部 保育科 120 130 240 258  

 栄養科 80 101 160 201  

 計  200 231 400 459  

東京家政大学附属女子高等学校 全日制普通科 360 293 1,080 961  

東京家政大学附属女子中学校  150 100 450 303  

東京家政大学附属みどりケ丘幼稚園 30 34 90 96  

学園計 2,188 2,323 7,133 7,422  
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３．施設の状況 

平成 27 年 3 月 31 日現在 

施 設 名 住   所 面   積 

板 橋 校 舎 〒173-8602 東京都板橋区加賀１－１８－１ 88,400.08 ㎡ 

狭 山 校 舎 〒350-1398 埼玉県狭山市稲荷山２－１５－１ 83,282.24 ㎡ 

校外施設 

箱根仙石 

セミナーハウス 
〒250-0631 神奈川県足柄下郡箱根町仙石原９３１ 1,338.89 ㎡ 

妙高緑苑荘 〒949-2106 新潟県妙高市大字田口１５５６－１２ 10,850.00 ㎡ 
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理 事 長 理 事 会

評 議 員 会
学 生 支 援 課

大 学 教育・学生 支援 セン ター

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ管理センター

学 園 本 部

学修・教育開発センター 事 務 室

事 務 室

女 性 未 来 研 究 所

共 通 教 育 推 進 室

大 学 院 事 務 室

教 員 養 成 教 育 推 進 室

博 物 館 事 務 室

監 事

事 務 室

保 健 セ ン タ ー 事 務 室

狭 山 保 健 室 事 務 室

生 活 科 学 研 究 所

附 属 女 子 中 学 校

附属みどりｹ丘幼稚園

ヒ ュ ー マ ン ラ イフ 支 援 セ ン タ ー

事 務 室

かせい森のおうち 事 務 室

事 務 室

事 務 室

事 務 室

ナースリールーム

地 域 連 携 推 進 セ ン タ ー

附属女子高等学校

臨 床 相 談 セ ン タ ー

国 際 交 流 セ ン タ ー

短期大 学部

生 涯 学 習 セ ン タ ー

総 務 課

人 事 課

経 理 課

管 財 課

内 部 監 査 室

事 務 室

事 務 室

事 務 室

事 務 室

総 務 部

財 務 部

事 務 室

事 務 室

狭 山 学 務 部

狭 山 図 書 館

進 路 支 援 セ ン タ ー

大 学 図 書 館

事 務 室

事 務 室

総 務 課

教育・研究支援課

学 務 課

事 務 室

４．法人組織構成 

平成 26 年 5 月 1 日現在 

 

  



7 

 

５．役員・評議員・教職員の概要 

(1)第 21 期理事会･第 21期評議員会 

定 数 理事長・理事 10 名 欠員 2名 （平成26年4月1日～平成26年6月 4 日） 

 監事 2 名  （平成26年4月1日～平成26年7月21日） 

 評議員 22 名～29名 

【役員】 

実 数  理事 8名   監事 2 名 

理 事 長 清 水    司 
学校法人渡辺学園理事 

総括（財務・総務）担当 

常務理事 川 合  貞 子 
東京家政大学学長・東京家政大学短期大学部学長 

総括（財務・総務）担当 

常務理事 高 木  くみ子 

東京家政大学附属女子高等学校校長 

東京家政大学附属女子中学校校長 

附属中・高（含給食施設）担当 

常務理事 新 井  哲 男 ＣＰＳ管理・教学・附属中高（含給食施設）担当 

常務理事 岩 井  絹 江 
総務･ＣＰＳ管理・狭山学務部・教学・かせい森のお

うち担当 

常務理事 木 元  幸 一 狭山学務部・教学・幼・ナースリールーム担当 

理  事 小笠原  千賀子 緑窓会 

理  事 神 内  喜久代 緑窓会(同窓会)会長 

監  事 和 田  義 博 公認会計士  

監  事 菅 谷  定 彦 テレビ東京（H26.6.20 付、相談役→顧問就任） 

 

【評議員】 

実  数  評議員 26 名 （平成 26年 4月 1日～平成 26年 6月 4日） 

寄附行為第 15条第 1項第 1号の評議員 

新 井  哲 男 伊 澤    修 石 塚  展 克 榎 本    滋 

川 合  貞 子 黒石田  紀 文 笹 井  邦 彦 中 村  精 二 

新 関    隆 増 田  裕 一    

 

寄附行為第 15条第 1項第 2号の評議員 

新 井  洋 子 小笠原  千賀子 織 田  勝 美 加 藤  信 子 

神 内  喜久代 北 村  富佐江 土 田  壽 子 中 里  喜 子 

福 原  良 子    

 

寄附行為第 15条第 1項第 3号の評議員 

岩 井  絹 江 大 澤    力 武 政  明 子 西 村  純 一 

村 石  健 司 森 田  松 子 渡 邉    清  
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(2)第 22 期理事会･第 22期評議員会 

定 数 理事長・理事 10 名   （平成 26 年 6 月 5 日～平成 27年 3月 31 日） 

 監事 2 名   （平成 26 年 7月 22 日～平成 27年 3月 31 日） 

 評議員 22 名～29名 

【役員】 

実 数  理事 10 名   監事 2 名 

理 事 長 清 水    司 
学校法人渡辺学園理事 

総括、財務・総務（含校外施設・食堂）担当 

常務理事 川 合  貞 子 
東京家政大学学長・東京家政大学短期大学部学長 

総括、財務・総務（含校外施設・食堂）、教学担当 

常務理事 高 木  くみ子 

東京家政大学附属女子高等学校校長 

東京家政大学附属女子中学校校長 

附属中・高（含給食施設）担当 

常務理事 新 井  哲 男 ＣＰＳ管理・教学担当 

常務理事 岩 井  絹 江 
総務（含校外施設・食堂）･ＣＰＳ管理・狭山学務部・

教学・かせい森のおうち担当 

常務理事 岩 田    力 
狭山学務部・教学・幼・ナースリールーム・かせい森 

のおうち担当 

常務理事 木 元  幸 一 教学・附属中・高（含給食施設）担当 

理  事 石 嵜  喜美子 緑窓会 

理  事 織 田  勝 美 緑窓会 

理  事 太 田  八重美 学校法人渡辺学園職員 

監  事 和 田  義 博 公認会計士  

監  事 菅 谷  定 彦 テレビ東京（顧問） 

 

【評議員】 

実  数  評議員 29 名 （平成 26年 6月 5日～平成 27年 3月 31 日） 

寄附行為第 15条第 1項第 1号の評議員 

伊 澤    修 五十嵐  幸 恵 乾      隆 太 田  八重美 

大 澤    力 木 元   幸 一 黒石田  紀 文 笹 井  邦 彦 

中 村  精 二 西 村   純 一 西 山  公 浩 細 田  淳 子 

諸 坂  喜 美    

 

寄附行為第 15条第 1項第 2号の評議員 

五十嵐  民 子 石 嵜  喜美子 宇 高  京 子 織 田  勝 美 

鈴 木  美智子 武 政  明 子 田 路  すみ子 中 里  喜 子 

吉 野  美恵子    

 

寄附行為第 15条第 1項第 3号の評議員 

新 井  哲 男 井 上  俊 哉 今 留    忍 岩 井  絹 江 

岡      純 森 田  松 子 渡 邉    清   

 

  



9 

 

（3）教職員の概要 

平成 26 年 5 月 1 日現在 

区分 法人 大学 短大 高等学校 中学校 幼稚園 ﾅｰｽﾘｰ 森のおうち 計 

教

員 

本

務 
 191 23 56 22 7   299 

兼

務 
 307 10 25 12 2   356 

 計  498 33 81 34 9   655 

職

員 

本

務 
2 185 27 9 4 1 6 9 243 

兼

務 
0 60 9 13 8 2 5 5 102 

 計 2 245 36 22 12 3 11 14 345 

合 計 2 743 69 103 46 12 11 14 1,000 

 

教員（本務）の平均年齢     48.3 歳    

 

職員（本務）の平均年齢     31.9 歳    
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６．理事会・評議員会等の概要 

 

常 務 理 事 会 １１回 

４/１５ ５/１３ 6/10 7/8 9/9 10/14 11/11 12/9 

1/20 2/10 3/10      

臨時常務理事会 ６回 5/1 6/17 10/21 12/22 1/30 2/17   

理 事 会 １１回 

４/22 ５/27 6/24 7/22 9/30 10/28 11/25 12/16 

1/27 2/24 3/24      

臨 時 理 事 会 ５回 5/27 6/3 6/5 6/24 3/24    

評 議 員 会 ２回 5/27 3/24       

臨 時 評 議 員 会 １回 6/24        

 

＊監事は常務理事会（臨時含む）を除く、理事会（臨時含む）及び評議員会へ出席した。 
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Ⅱ．事業の概要 

１．学校法人の概況 

本学園は平成 26 年度に学園創立 133 年を迎えた。建学の精神「自主自律」を再認識し、女子教育や自校教

育を推し進めるために、家政学部・人文学部の全学共通教育科目の人間教育科目に取り入れているほか、建

学の精神「自主自律」と生活信条「愛情・勤勉・聡明」を実践するために冊子「スタートアップエクササイ

ズ」を大学・短大、高校・中学でそれぞれ作成し、学修の指針となるよう学生・生徒に配付した。また、学

園創立 130 周年に卒業生の社会における活躍を讃え創設した「渡邉辰五郎賞」の第三回目の贈賞式を創立記

念日の 5月 1日に執り行うなど順調に学園の発展と活躍を担う形で進んでいる。 

そして、10年先を見据えた学園の中長期計画を検討するため 11月には「将来計画策定のための検討会議」

を立ち上げ、その下に 8つのワーキンググループを配置し具体的な議論を開始した。 

一方、東日本大震災や福島第一原発事故の影響などを受けた在学生や平成 26年度入学者に対して特別措置

として授業料の減免を引き続き行っている。また、平成 23 年度より大学と東京都北区との間で締結した連携

協力に関する包括協定は、行政との連携による地域活性化活動により、社会活動や催事に参加することで学

生の意識向上に繋がっている。 

大学は平成26年4月に狭山キャンパスに看護学部看護学科と子ども学部子ども支援学科の2学部2学科を

開設した。昭和 61 年狭山キャンパスに文学部を開設した後、平成 21 年には人文学部と改組し板橋キャンパ

スに集約させていたが、改めて狭山キャンパスを開学することができた。これにより、4学部 11学科を有す

る大学として新しい出発をすることとなった。併せて同キャンパス内に認可保育所かせい森のおうち及び 10

月には小児・アレルギー科、小児神経内科を専門に診療・研究する医療機関かせい森のクリニックも開設し

た。 

また、6月には 2020 年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会の組織委員会と全国 552

の大学・短大と共に大学連携協定を締結し、成功に向け協力することとなった。 

附属学校の内、中学校・高等学校は受験生徒数の減尐や都内私立学校間の激しい競争の中、平成 25 年より

「附属女子中学校高等学校将来計画検討委員会」で中高のあり方を検討してきたが、更に長期的な展望を検

討するため「将来計画策定のための検討会議」の下に設置された「附属中高教育充実推進計画グループ」・「中

高大グローバル化推進計画策定グループ」で引き継ぎ、議論を深めていくこととした。 

平成 26 年度決算の帰属収入は、看護学部及び子ども学部の開設による学生数増加を主因とした学納金の増

収等により、前年度比 520 百万円増加し 10,347 百万円となった。消費支出は、看護学部及び子ども学部等の

人件費をはじめとする経費が増え、前年度比 426 百万円増加し 9,841 百万円となった。基本金組入額は、前

年度から続く 85 周年記念館耐震改修工事のほかは施設関係の大きな組入れ対象がなく、また、建物の過年度

除却額 315 百万円による控除要因が増したことで第 1 号基本金組入額総額は 49百万円となった。第 3号基本

金の 11 百万円の組入れと合わせ、基本金組入額総額は 60 百万円となった。また、法人、ナースリールーム、

かせい森のおうちの部門については、過年度建物控除修正額が多かったため 12 百万円の第１号基本金の取り

崩しとなった。この結果、帰属収支差額は前年度比 94百万円の増加となり帰属収支差額比率も前年度比 0.7

ポイント改善し 4.9％となった。消費収支差額は、基本金組入額が 1,038 百万円から 60百万円に減尐したこ

とにより前年度比 1,072 百万円増加し 446 百万円の収入超過となり、累積消費収支差額（消費支出超過）も

前年度比 458 百万円改善し、△4,446 百万円と減尐した。但し、中学・高校の定員割れによる収入減尐は厳

しく、中学・高校を合わせると帰属収支差額・消費収支差額とも 2.5 億円に達する支出超過であり、学園の

財政を圧迫するものとなっている。 

学園の収入は増加しているが、大学を除く各学校の財政的な厳しさは増している。「将来計画策定のための

検討会議」での実のある議論と結果が望まれるところである。 
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２．主な教育研究活動 

〔大学・大学院・短期大学部〕 

平成 26 年度 4 月に狭山キャンパスに看護学部看護学科と子ども学部子ども支援学科が開設し、4 月 3 日、

開学式及び入学式が挙行された。各学科 100 名の定員であったが、看護学部 110 名、子ども学部 114 名の入

学者を迎えてスタートした。一学年だけの小集団での学園生活であったが、教職員の熱心な指導を得て、主

体的な学修や活動がすすめられた。両学科とも一年次での実習も無事終了し、セミナーハウス利用の活動も

実施され充実した指導が展開された。セミナーハウスに関しては、集中・集団指導・コミュニケーション能

力の向上など多様な教育形態が可能であり今後渡辺学園での活用をさらにすすめていきたい。 

 板橋キャンパスでは新入生への導入教育・初年次教育において、スタートアップ エクササイズや各学科・

科独自に作製されたテキストの使用、学科関連施設の訪問や見学等を通して大学での学修や活動への積極的

な導入教育がなされた。また e-kasei（e-learning の家政大学の名称）推進室における UPO-NET（放送大学

が高等教育機関などの eラーニングの普及、拡大、また多様なメディアを活用した教育の実現に資すること

を目的に行っている事業「オンライン学習大学ネットワーク」で、UPO-NET はその愛称。）教材を使った自主

学習の利用学生も増加し、学内インターンシップ、ボランティア制度による学生の自主的な活動も推進され

た。新設または改組された学修・教育開発センターや女性未来研究所、地域連携推進センターにおいては初

年次で充分な活動環境とは言えない状況の中にあって、積極的な活動がすすめられ、今後の活動が更に期待

される。 

 

１．学生確保 

平成 26 年度に実施した入学試験での平成 27年 4月入学者は全学で 1,800 名であった。全体定員（1,615

名）の 111％での入学者確保となり、定員未充足の学科はなく例年通りの定員確保ができた。 

オープンキャンパス参加者数は全体では昨年比 108％（8,020 名）、資料請求者数は 106％（41,598 名）

と前年より増加した。特に開設 2年目を迎える狭山キャンパスの看護学部、子ども学部の 2学部は 2年目

広報の充実やセンター試験利用入試の新規実施による効果もあり、志願者は看護学部昨年比 159％、子ど

も学部昨年比 163％と大きく増加した。オープンキャンパス参加者数や看護学部・子ども学部の志願者増

から、27 年度入試の全体志願者を昨年同様の結果を期待したが、実際は予想した伸びは見られず全体志願

者数は昨年比 89％と減尐した。内容としては児童学科の志願者減(79％)、管理栄養士専攻の志願者減

(76％)が大きく影響している。 

全国の系統別志願者動向情報によると薬学と並び家政・生活系が前年比 95％と減尐しており、特に栄養

分野はどの大学も志願者減であり、保育・栄養の同分野が共学大学での増設が相次ぎ、全般的に女子大が

振るわない状況であったと分析されている。今後はこれらをデータで確認分析し、本学の減尐要因を分析

するとともに高校訪問等により高校現場の状況を的確に把握し、対策を講じ定員確保に努めていきたい。 

 

２．就職活動 

平成 27 年 4 月の新卒採用はアベノミクス効果もあり、前年度に引き続き企業の採用予定者数は増加傾向

にあった。採用方針については大手・人気企業を中心に依然「徹底して質」「量より質」など、質を重視す

る厳選採用を維持する傾向に変わりはなかった。このような状況の中でも、文部科学省の指導に基づいた

本学独自のキャリア支援システムによるキャリア教育、就職支援の成果として専門職では高い就職率を維

持した。特に本学の特色である、教員・進路支援センター・採用に精通した進路アドバイザー等との連携

による専門職別のきめ細やかなキャリア・就職支援プログラムが奏功している。さらに、新卒応援ハロー

ワークとの連携により中小優良企業の求人斡旋も定着し選択の幅が一層拡大している。また、ポータルサ

イト活用による速やかな情報配信、保護者との連携も加わった結果、3 月末現在の就職率（就職者／卒業

者－進学者）は大学 88.1％（前年同時期比 9.5 ポイントアップ）、短期大学部 93.9％（同 0.3 ポイントア

ップ）という結果になった。 

 

３．各学科について 

新設学科においては、学科の特徴を踏まえた個性化と競争力を視野に入れ、子ども支援学科においては
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併設された“かせい森のおうち”（狭山市認可保育所）や“かせい森のクリニック”（発達障がい、アレル

ギー）との連携が行われ、学生の学修の場を提供すると共に、地域との連携を推進している。また、両学

科ともに教員の教育研究活動が活発に展開された。環境教育学科、服飾美術学科はカリキュラムが改定さ

れ新カリキュラムの年となった。今後 PDCA（Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Act（改善））

サイクルを常に意識し、学科活性化のための努力が望まれる。その他各学科カリキュラム改定が行われ、

学生が明確な目標設定を持ち、能動的学修がすすめられるよう改善された。国家試験の合格率は、管理栄

養士国家試験 99%(新卒)、社会福祉士国家試験 38.5%(新卒)、精神健康福祉士国家試験 62.5%(新卒)であっ

た。 

 

４．共通教育の充実 

汎用的技術としての英語教育とパソコンの技術教育は習熟度別クラス編成となっているが、グローバル

社会で活躍する人材育成のため、その効果を検証し、実質的にもさらなる内容と学習環境の充実をはかる

必要がある。 

 

５．教育研究の充実 

1）新設学部も含めて新入生に通年のスタートアップ･セミナーを実施しているが、各学科ともその学科の

学修の特色を学生が理解し、明確な学修目標を持って積極的に学生生活を過ごす見通しが持てるよう内

容が工夫されている。自校教育の理解と共に、自己の成長の確認とキャリア支援を中心に、自己の目標

達成への努力を可視化する方法の更なる開発が必要である。 

2）キャンパス･インターンシップについての規則とキャンパス･ボランティアに関する規則が承認され、学

生の活動が期待されるが、キャンパス･ボランティア(｢憩いの広場｣作成の学生)の認定書にとどまった。

ライブラリーメイツ、特待生懇談会、登下校交通指導、節電隊、食堂委員会などと共に大学運営への学

生参加により、建学の精神「自主自律」と生活信条「愛情・勤勉・聡明」を体現する機会の一つとして

さらに普及をはかる必要がある。 

3）e-kasei の推進においては、各教員のニーズに応じた e-kasei の利用が eコンシェルの利用の提案・サ

ポートによって進み、前年の約 2 倍の 236 コースが開設された。UPO-NET 教材を使った自主学習は自主

講座のポイント化、就職試験対策となるコースを追加したしたこと、タイムリーな励まし、登録への案

内により利用学生は前年度より増加した。また進路支援センターによる就職対策講座、図書館の情報リ

テラシーに利用され、利用シーンは広がっている。 

 

６．「免許状更新講習」の実施 

今年度で 6 年目を迎えた免許状更新講習は、狭山校舎で 8 月 18 日･19 日、板橋校舎では 8 月 18 日～8

月 22 日まで実施された。 

 

７．附置施設・機関 

1）図書館 

新学部開設に伴い新たに開館した狭山図書館と有機的・一体的な連携をもちつつも、キャンパス毎に

独自性ある図書館業務を行った。 

板橋図書館では、通常業務の他、特筆すべき事業として図書館学生ボランティア団体（Library Mates）

活動の活発化、学内インターンシップ学生の受入れ、夜間の開館時間延長を行った。更に、例年行って

いる学術情報リテラシー教育支援としての授業支援、及び就活支援（進路支援センターとの連携）には、

それぞれ約 2,500 名、約 450 名の学生参加があった。 

狭山図書館では、教員との連携のもと新入生に対する図書館利用の促進に特に力を注ぎ、後期からは、

授業支援も開始した。また、狭山図書館は外部委託業者との協同による運営体制にて業務をすすめた。 

2）保健センター 

学生相談室と保健室では、予防的な視点に基づいた活動として、学生自身が心身の健康管理をしなが

ら充実した学生生活を送ることができるよう支援を行った。具体的な活動としては、こころの相談及び

健康相談に加え、健康に関する情報誌『大学生のための健康ナビ』『ひとり暮らしのための健康サポート
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BOOK』を新入生全員に配布し、婦人科医師、管理栄養士によるランチョンセミナーを開催した。また教

職員に対しては、健康診断の受診を促し、検診結果を基に具体的な健康支援を行った。さらに産業医に

よる職場巡視および環境調査等を行い、教職員の職場環境・健康管理に努めた。 

3）国際交流センター 

長期留学プログラムの拡大に向けて、アメリカ、イギリス、ニュージーランドの大学との折衝をすす

め、平成 27年度から学生派遣を開始することになった。また従来の国際交流行事の大幅な見直しを行い、

こちらも平成 27 年度から新たな行事を開始する予定である。 

4）生活科学研究所 

当研究所では総合研究プロジェクト、産学官連携事業、レクチャーフォーラム、家政大生・高校生を

対象とした「生活をテーマとする研究・作品コンクール」などを行った。平成 24 年度より総合研究プロ

ジェクトとして新たに開始した「温故知新プロジェクト」も継続して発展させた。その他研究報告書の

刊行、研究生の受け入れを行った。 

5）女性未来研究所 

男女共同参画基礎講座については、各地方自治体とも受け手の側のニーズが多様化し変革期にあたり、

今回は板橋区、北区、群馬の 3自治体の講座についてテーマを精査し開催した。また主たる事業である

5 つの研究プロジェクトは 3 年計画であるが、初年度の本年もそれぞれ活発な活動を行った。学園祭に

おいてはフェミニズムのドキュメンタリー映画上映とシンポジウムをおこなった。その他の活動として

は一般社団法人ダイバーシティネットワーク、及び大学等における男女共同参画推進セミナーに参加。

年度末には 26年度活動報告書を作成し、これらすべての詳細を掲載した。 

6）生涯学習センター 

平成 26 年度は「日本の食を考える」をテーマに魚・米にスポットをあてた講演会を実施し、初めて家

政大学に来校した方等を新会員として他講座受講へと繋げることができた。資格取得講座は在学生の多

くの申し込みがあり、各資格試験では全国でも上位の合格率となった。また、地域の方を対象とした板

橋区教育委員会との共催講座「家政大の健康学講座」を実施し多くの方が受講され、満足度の高い講座

も開講することができた。 

7）ヒューマンライフ支援センター 

板橋区からの子育て支援委託事業である「森のサロン」の利用者数が順調に増えており、障がい児支

援「わかくさグルー プ」との連携も構築できてきている。森のサロンの写真展を学内外で 3回に亘実施

し、盛況を得た。食育活動としては、東武スパイス、㈱ファミリーマート等との共同メニュー開発、タ

ツミ産業㈱、昭和産業㈱、㈱ドンレミー等企業とのコラボレーション企画を実施し、学生の考案レシピ

を商品化した。デザイン・編集業務では、企業のパッケージデザインを手掛ける等で、学外からの収益

が増大した。 

8）地域連携推進センター 

一般市民を対象とする公開講座を 3講座、狭山市、入間市等との共催講座を 5講座、入間市教育委員

会との共催による研修会を 2プログラム、開催した。また、埼玉県の指導の下、狭山市・入間市の両教

育委員会とで実行委員会を組織し、平成 26 年度子ども大学さやま・いるまを開講した。その他、ボラ

ンティアの紹介・派遣事業、並びに、講師紹介等を行った。調査研究事業として、「東京家政大学の人材

情報についての調査」及び「高齢者の地域生活と将来予測に関する調査」を実施した。 

9）博物館 

企画展では、春は「たくみ 伝統と技の美」というテーマで日本の着物における、染・織り・刺繍な

どの技と美を紹介した。秋は「働く服」を取り上げ、「機能性」「記号性」をキーワードに、明治から昭

和初期までの職業服と仕事着を展示・解説した。 

また、「裁縫雛形」について、学生の製作品がなぜ国の文化財になったのか、普段の展示から一歩踏み

込んで、裁縫雛形の資料的価値や魅力についての講座を 3回連続で開催した。 

10）臨床相談センター 

地域に開かれた「心理療法の場」として、また日本臨床心理士資格認定協会第 1種指定大学院として

の、大学院生の教育実習機関の役割を踏まえ事業計画に基づき運営及び活動をおこなった。通常の相談

業務と並行して企業と提携して社員の方の相談業務、「発達障害児学習支援+SST(ｿｰｼｬﾙｽｷﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ)」、「小
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児科医・臨床心理士の窓口」、「思春期相談」等の活動をおこなった。加えて、臨床心理教育研修会は外

部の先生に講師を依頼し「不登校・ひきこもりの心性」についてお話しをいただいた。この時の講演内

容については、臨床相談紀要第 15集に総説として掲載した。ご参加いただいた現場の先生方や関係機関

の先生方そして本学大学院生には貴重な時間となったようだ。 

11）学修・教育開発センター 

大学 IR（Institutional Research）コンソーシアムに加入し 1年生全員を対象とした共通調査を行

った。この 1年生調査および GPA（Grado Point Average）や履修登録数など教学データの分析結果の一

部について、教育・学生支援センターや進路支援センターと連携しつつ、リサーチウィークス FD（Faculty 

Development）フォーラムにおいて報告した。FD に関しては、東京大学 FFP との連携によるミニレクチ

ャイベント、学生と教職員の交流会、教職員のための FD カフェなどを企画・実施した。また授業アンケ

ート実施計画策定など、平成 27 年度からの FD 推進の基盤整備に努めた。 

12）かせい森のクリニック 

狭山校舎 3号館 2階に平成 26 年 10 月 1 日付にて開設した。標榜科は、小児・アレルギー科、小児神

経内科である。スタッフはアレルギー分野担当医師（岩田 力院長）、小児神経内科（発達障害分野）担

当医師（宮島 祐）、看護師（兼務）、受付事務（派遣）からなる。月曜日午後を診療日として、紹介予

約制を取る形で発足した。発達障害を専門とする小児科外来は貴重で、狭山市、入間市の教育委員会か

らの紹介で新患は毎回 2〜3名のペースで来院している。 

 

８．競争的資金の獲得 

進路支援センターが獲得している平成 24年度から平成 26 年度の文部科学省「産業界ニーズに対応した

教育改善・充実体制整備事業」を実施した。平成 26 年度申請は、科研費の申請を種々の機会に奨励した結

果 18件の応募があった。その他、高度研究備品、授業充実改善に関わる設備・備品費の獲得も好調であっ

た。経常費特別補助の 3 コースのうち平成 25 年度に続き 26 年度も（B）の社会貢献は採択されたが、獲

得を目指した（A）教育改革は不採択であった。各大学ともかなりの努力が見られ、採択基準が高くなる傾

向が見られ、今後さらに努力する必要がある。 

 

９．教員・職員の協働活動 

1）新任教職員歓迎ガイダンスを 4月 2日に行った。 

2）教職員研究会を 9月 12 日に行い、文部科学省研究振興局長 前高等教育局私学部長 常盤 豊氏を迎

え「大学改革の推進について」と題して基調講演を行った。 

3）リサーチウィークスを 2 月末に行い、オープニングレクチャー・FD フォーラム・ポスターセッション

等多くの教職員が参加した。 

 

10．渡邉辰五郎賞 

渡邉辰五郎賞 1名 相良多喜子氏、渡邉辰五郎奨励賞 2名 岩瀬香奈子氏、山﨑歌織氏の記念講演と贈賞

式を 5月 1日(木)に実施した。 

 

〔大学院〕 

家政学研究科と文学研究科を統合し、人間生活学総合研究科とする改組大学院が開設 3年目を迎え、期待

どおり多くの実績ある社会人の入学者が増えている。社会人は、既に実績を積んでいる点でストレートマス

ターとは異なる資質での入学者のため、適切な教育研究指導体制を整え、汎用的技術と基礎学力及び論文作

成するための力を確保するために共通科目として、統計解析入門(統計解析の基礎知識の修得)、プレゼンテ

ーション論(プレゼンテーションの基礎知識の修得)、アカデミック・ライティング(学術的英文作成の基礎知

識の修得及び英文要旨の確認)を開設し多数の履修があった。臨床心理士合格者数の増加のため、修了生勉強

会の支援等も行い、大学院進学への付加価値を確実なものとし、大学院進学への評価を高める。27年度から

造形学専攻に中高教諭専修免許（美術）課程の設置が認可され、26 年度入学者から中高教諭専修免許（美術）

の取得が可能となった。大学院客員教授制度の弾力的運用が認められ、大学院進学希望者への多様なニーズ

に応えられる大学院スタッフと大学院教育の充実及び特別研究指導の継続性維持が実現した。 
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〔中学校・高等学校〕 

１．附属女子将来計画に基づいた学校改革の推進 

  平成 26 年度は平成 25 年 5月に設置された附属女子中学校高等学校将来計画検討委員会の改革方針に基

づいた中高一貫教育校として、建学精神を基盤に人間力の育成と学力の向上を図る魅力ある教育計画の具

体化に取り組んできた。授業改革を中核にすえ学校改革を進め、学校説明会の工夫改善を図るなど生徒数

の確保に努めてきた。 

 

 1）中高一貫教育校（併設型）として 

  中学校と高等学校の 6年間を接続し、生徒の個性や創造性を伸ばすことを目的として、中高一貫教育校

としての届け出を東京都生活文化局私学部に提出した。 

  中学校高等学校の学則変更をし、26 年度から中高一貫教育校として、中学校の生徒募集を行った。平成

27 年度からは、新教育課程での教育活動を開始する。規則により平成 26 年度中に教育課程を編成し東京

都へ届け出た。 

 

 2）学校改革の方向性 

  建学の精神と生活信条をベースに私学としての個性化の確立を図った。 

  ① 基礎学力の向上と多様な進路の可能性の確保を図る。 

 協同学習の研究授業の実施、相互授業参観、研究授業のまとめ COM の発行 

② 英語教育を学校改革の特色の一つとし、英語環境の充実、教育内容の検討を図る。 

 イングリッシュルームの設置準備、イングリッシュキャンプの下見と次年度計画 

 海外修学旅行の検討と行き先の特定、英字新聞の掲示と活用 

③ 学力向上に向け、学習規律・生活指導の徹底図る。 

④ スタートアップエクササイズの刊行（平成 26 年 4月）：建学の精神や教育活動の 

 理念を教職員が共通理解する上で参考となった。今後、日常的な生徒指導に反映する。 

⑤ ヴァンサンカン（vingt-cinq ans：25 歳）プラン：キャリア教育、進路指導、生き方教育を総合

した本学独自プランとして、25 歳の自分をイメージしながら自己理解、学園を知る、ボランティア

体験、職業調べ、OG 講演会、スピーチ大会など、総合的な学習の時間に位置づけ実施してきた。 

⑥ 教育相談活動の活用：非常勤のスクールカウンセラー、専任のスクールソーシャルワーカー、養護教

諭、校長による「生活相談ミーティング」を週 1回実施する。中学校・高等学校の生徒個々の心身の

健康を保つための報告・連絡・相談を行う。必要に応じケース会議を開催し、個に応じた望ましい成

長を支援する体制をとり、同時に学年や学校の諸会議で情報交換を密にし、適切なサポートができる

ように努め、ケースへの的確な対応を図ってきた。 

⑦ 広報活動と志願者の確保：学校説明会等で学校改革の意図を明確にし、新しいカリキュラムによる教

育成果を示しながら、生徒募集に力を注いできた。また、個別相談を積極的に働きかけ、相談を通し

て受験者数の確保を図った。 

 3）食に関する指導（食育）の推進 

  ① 年 2 回のスクールランチ試食会を 3回に増やし実施した。毎回応募者が多く、受験者の定着率につな

がっている。 

② 栄養教諭からの受験期の食事など適切な助言を実施、来校者を増やした。 

 

２．財政基盤の確立（収支赤字解消）に向けての取り組み 

 1）教員の適正配置及び計画的な教員採用計画に基づき、期限付教員を 2名採用した。 

 2）専任教員の持ち時間数のベースを 16 時間とした。講師数は減となった。 

 3）フェリカカードを導入し、コピー機及び印刷機の使用枚数の削減に努めた。 

 4）平成 11 年 5 月導入の欠席・遅刻連絡システムのサポート終了に伴い、新たに緊急連絡システム機能を

有する「ウエブでの連絡システム」を導入した。また、将来的には保護者への連絡システムとして活

用することで、ペーパーレスでの情報提供が可能になり、今後、さらに消耗品費の節約に努める。 

 5）平成 27 年度の入学者は、中学校 70 人、高等学校 286 人である。このうち 87 人が中入生である。この
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入試結果の分析をもとに次年度対策を検討する。 

 

３．教育活動全般 

 1）「やる気 根気 元気」をもとに本気で学ぶ心構えを求め、「あいさつと返事は人生のパスポート」と共

に、繰り返しフレーズ化しながら定着を図ってきた。 

 2）中学 1年、高校 1年時は、学力をつけるために、入学後学習オリエンテーションを実施し、本学の建学

の精神や生活信条、望ましい人間関係、よりよい仲間づくり、学校生活の心得、学習の仕方等、基本

的な生活習慣の確立を図り、学び方を学び、自分の未来を自分で切り拓いていくことができるよう学

んだ。 

 3）“目をかけ 手をかけ 声をかけ”、生徒一人一人を「認め」「励まし」「鍛え」、よさや可能性を伸ばして

いくように努めている。 

 

〔幼稚園〕 

１．子ども・子育て支援関連三法により、渡辺学園として長年にわたり検討し、課題であった幼保一体化や

子ども・子育て支援について、具体的な構想を下記のように練り、平成 28年度を目途として「幼保連携型

認定こども園」への本格的な検討を進めてきた。 

1）ナースリールームとの合同研究会の実施 

2）わかくさグループとの連携と協力体制の強化 

3）森のサロンとの積極的な交流 

4）家政大学における総合的な乳幼児教育との連携 

以上に向けて研究を進めてきた。 

 

２．これまでの教育理念、方針に基づく保育の強化を継続的に進めるとともに、東京家政大学附属みどりケ

幼稚園の特色である「愛情・勤勉・聡明」に則り、心豊かにたくましく生活する幼稚園教育を目指した。

特に今年度は、子どもの安全に配慮して、電車による園外保育から、バスを使用した観劇会や遠足など戸

外への視野を広げるために工夫改善を図った。 

 

３．東京家政大学および他大学、また諸機関との連携をいっそう強化し、①教育実習の受け入れ②ボランテ

ィア活動の拡充③授業・卒業論文作成への活用④調査・研究への協力⑤森のサロン、ナースリールーム、

わかくさグループとの連携、さらに⑥近隣小学校、中学校、高等学校や⑦板橋区委託事業エコポリスセン

ターなど、地域との交流、連携を進めながら、幼児教育の充実に努めた。 

 

４．幼稚園における子育て支援の一環として、預かり保育「ももの時間」の充実を図り、「子どもにとって無

理のない生活」を視点にしながら、預かり保育の内容の工夫、改善を図り、充実をしてきたことで、参加

者がさらに増加した。また、3 歳児の夏季保育、4 才児の園内お泊り会、5 才児の箱根合宿なども定着し、

子どもにとっての生活体験を豊かに広げていく工夫を行った。 

 

〔ナースリールーム〕 

１．子ども一人ひとりの発達過程を見通し、最善の利益を保障した保育を実践し、子どものみならず保護者

に対しても安心と信頼を基盤に、共に育ち合う関係づくりを大切に心がけた。 

 

２．新制度に向けて、みどりヶ丘幼稚園と職員間の研究会を積極的にすすめ、より良い未来像とさらなる保

育の質の向上をはかる検討を重ねた。 

 

３．実習生の受け入れ、短大生のボランテティアの積極的な受け入れ、授業および卒論協力、学内研究会へ

の参加協力、わかくさグループとの交流など、学内のさまざまな部署と関わりながら相互に高め合うこと

ができた。 
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４．乳幼児の生活に支障のない配慮の上、他大学、外部団体からの見学を受け入れメディアの取材・撮影協

力等を通して広く社会に保育の質及び保育者の専門性の向上に貢献できるよう努めた。 

 

〔かせい森のおうち〕 

１．定員未充足でスタート 

 平成 26年 4 月に狭山市認可保育園として 60 名の定員にて新規開設した。認可保育園のため園児募集に

伴う広報及び募集業務はすべて公立保育園と同様に狭山市保育課が担当するが、申請当初から言われてい

た通り、保育の必要な 4歳児・5歳児は既に他保育園に入所しており、4月は全体入園数 34名でスタート

した。その後も狭山市保育課と連携して広報に努め、他市からの転入等を受け入れたことで、12月には全

体入園数 42 名となった。 

２．平成 26 年度は基本の保育環境整備で開設 

  埼玉県及び狭山市の新設監査が通過するための基本となる保育環境整備、備品・遊具等は平成 26 年度に

ほぼ準備した。しかし多様な遊具や書籍の用意は十分とは言えずまず遊具・装飾は保育者の手作りに努め

た。さらに学内教職員からの寄贈品も活用しながら対応してきた。 

３．新設園として子どもの育ちを中心に運営 

  東京家政大学が設けた新設園として、一人ひとりの子どもの育ちを第一に考え保護者に安心して預けて

もらえる保育所になるよう、コミュニケーションを大切に努力と工夫をしてきた。 

４．大学教育と連携し実習生受け入れ 

  大学の中にある保育所として保育者養成・看護師養成に貢献できる様、関係学部・教員と連携を取りな

がら 8月より実習の受け入れを開始した。 

 

３．主な教育研究施設・設備の整備 

１．大学・大学院・短期大学部 

平成26年度は同25年度からの継続となっている板橋校舎の85周年記念館耐震改修工事が本年5月に完

成、さらに調理学実験室、講義室の視聴覚設備等の年次計画による更新計画を実施し教育環境の充実を図

った。 

また、建物の安全性の確保とエネルギー機器の高効率機器への整備導入更新を実施し教育環境の充実を

図った。学園の施設・設備年次更新計画については将来計画策定委員会ＷＧの場で継続して検討している。 

 

 1）85 周年記念館耐震改修工事 

85 周年記念館の耐震改修工事が、建物の安全性を確保し、屋根部分に遮熱効率の高い塗装を行い平成

26 年 5 月に完了した。これにより、85周年記念館は耐震性のある建物となった。 

 2）大学 6号館第 2調理学実験室ガス調理台更新 

年次計画により老朽化したガス調理台設備を入れ替え更新することにより調理学実験環境の充実を図

った。 

3）大学 5・6・8・10・14～17 号館講義室（44 室）視聴覚設備 PC更新 

WindowsXP のサポート期間終了に伴い、パソコンも含め更新し教育環境の充実を図った。 

4）120 周年記念館多目的ホール視聴覚設備更新 

年次計画により老朽化した設備の取替更新を実施し、多目的ホールの利用環境改善を図った。 

 

２．高校・中学・幼稚園 

1）附属 B校舎照明更新 

老朽化した吊り型蛍光灯を安全に配慮した天井付蛍光灯に変更し、省エネに配慮した高効率型照明に更

新し教育環境の充実を図った。 

2）附属 B校舎内部塗装工事 

経年务化へ対応のため教室・廊下の塗装をすることで教育環境の改善を図った。 
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3）中高体育館第 2体育室出入口ドア改修・床補修 

ドアの改修及び雤の吹込みによる床务化への対応などにより施設の改善を図った。 

 

３．その他 

1）板橋校舎大学 10号館及び学生ホールと狭山校舎講堂・体育館の基本設計の実施 

大学 10号館及び学生ホールの空調設備・照明設備の务化に伴う取替更新及び同館大空間の閲覧室の天

井の耐震対策基本設計を実施した。さらに、狭山校舎講堂・体育館について防音改修の基本設計を実施

した。 

2）省エネへの取り組み 

本学園は省エネ法により、電気・ガス等のエネルギーの削減を義務付けられた事業所である。狭山校舎

に新学部が開学したことにより、エネルギー使用量の大幅な増加が見込まれるために、削減計画の策定

を行いエネルギーの削減に努めた。 

3）学生用帰宅困難者用備蓄物の確保 

これまでも災害倉庫に災害用備蓄物の確保を実施して来たが、多人数となる大学・短大の学生が地震な

どの災害により帰宅困難となった場合の対策の一環として、年次計画により平成 26 年度に購入し平成

27 年度から新入生へ非常用飲料水・食糧の配布を実施し、各自のロッカーで保管することにより、発

災の際の学生の非常食確保対策を実施した。附属各校は従来通り各学校で保管する。 

4）妙高緑苑荘の売却処分 

妙高緑苑荘の土地・建物売却処分を推進しているが、閉寮から 5年経過したが、平成 26 年度は売却処

分にまでは至らなかった。 

5）箱根仙石セミナーハウス西館屋根葺き替え工事 

屋根内部木材の腐食のため、屋根葺き替え工事を実施し、教育環境の確保に努めた。 

6）憩いの広場設置 

大学 4号館東側に学生が集える場所としてボランティアの学生等も協力して「憩いの広場」を設置した。 



Ⅲ．財務の概要

1．資金収支計算

(収入の部) ( 単位：百万円 )

科 目 26 年 度 決 算 25 年 度 決 算 増 減
（26年度-25年度）

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 8,242 7,744 498

手 数 料 収 入 276 302 △ 26

寄 付 金 収 入 75 63 12

補 助 金 収 入 1,138 1,092 46

資 産 運 用 収 入 72 93 △ 21

資 産 売 却 収 入 1,000 300 700

事 業 収 入 238 208 30

雑 収 入 283 306 △ 23

借 入 金 等 収 入 0 0 0

前 受 金 収 入 1,669 1,740 △ 71

そ の 他 の 収 入 890 2,856 △ 1,966

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 2,069 △ 1,816 △ 253

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 10,694 10,134 560

収 入 の 部 合 計 22,509 23,024 △ 515

（支出の部）

科 目 26 年 度 決 算 25 年 度 決 算 増 減
（26年度-25年度）

人 件 費 支 出 6,004 5,603 401

教 育 研 究 経 費 支 出 1,848 1,876 △ 28

管 理 経 費 支 出 743 716 27

借 入 金 等 利 息 支 出 42 46 △ 4

借 入 金 等 返 済 支 出 189 189 0

施 設 関 係 支 出 97 2,319 △ 2,222

設 備 関 係 支 出 354 688 △ 334

資 産 運 用 支 出 1,511 901 610

そ の 他 の 支 出 266 194 72

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 170 △ 203 33

次 年 度 繰 越 支 払 資 金 11,625 10,694 931

支 出 の 部 合 計 22,509 23,024 △ 515

当期の予算の執行状況の概要は以下のとおりである。また、経年比較のため平成２２年度以降の執行
状況を掲載している。なお、以下の各表の金額は百万円未満を四捨五入して示しているため､合計など数
値が計算上一致しない場合がある。

当期の資金収入は学生生徒等納付金収入から資金収入調整勘定までの合計が１１８億１千４百万円（対
前年度比１０億７千４百万円減）で、そこに前年度からの繰越金１０６億９千４百万円を加えた収入総
額は２２５億９百万円（対同比５億１千５百万円減）となった。なお、学納金収入は対同比４億９千８
百万円増、補助金収入は対同比４千６百万円増、資産売却収入は対同比７億円増、前受金収入は対同比
７千１百万円減、その他の収入は対同比２２億４千７百万円の減となった。

資金収支計算書

一方資金支出は人件費支出から資金支出調整勘定までの合計が１０８億８千４百万円（同１４億４千
５百万円減）となったため、収入総額２２５億９百万円からこれを差し引いた１１６億２千５百万円が
次年度繰越支払資金となった。なお、人件費支出は対同比４億１百万円増、施設関係支出は対同比２２
億２千２百万円減、資産運用支出は対同比６億１千万円増となった。
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２．消費収支計算

(消費収入の部) ( 単位：百万円 )

科 目 26 年 度 決 算 25 年 度 決 算 増 減
（26年度-25年度）

学 生 生 徒 等 納 付 金 8,242 7,744 498

手 数 料 276 302 △ 26

寄 付 金 82 69 13

補 助 金 1,138 1,092 46

資 産 運 用 収 入 72 93 △ 21

資 産 売 却 差 額 0 0 0

事 業 収 入 238 208 30

雑 収 入 298 317 △ 19

帰 属 収 入 合 計 10,347 9,827 520

基 本 金 組 入 額 合 計 △ 60 △ 1,038 978

消 費 収 入 の 部 合 計 10,286 8,789 1,497

(消費支出の部)

科 目 26 年 度 決 算 25 年 度 決 算 増 減
（26年度-25年度）

人 件 費 5,935 5,565 370

教 育 研 究 経 費 2,965 2,901 64

管 理 経 費 889 832 57

借 入 金 等 利 息 42 46 △ 4

資 産 処 分 差 額 10 70 △ 60

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額 0 0 0

消 費 支 出 の 部 合 計 9,841 9,415 426

当 年 度 消 費 収 入 超 過 額 446
当 年 度 消 費 支 出 超 過 額 △ 626
前 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額 △ 4,904 △ 4,406

基 本 金 取 崩 額 12 128

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額 △ 4,446 △ 4,904

帰 属 収 支 差 額 506 412 94

消費収支計算書

当期の消費収入は、帰属収入が１０３億４千７百万円（対前年度比５億２千万円増）となり、そこか
ら基本金組入額６千万円を差し引き１０２億８千６百万円（対同比１４億円９千７百万円増）となっ
た。また、消費支出は９８億４千１百万円（対同比４億２千６百万円増）となり、この結果収支の差が
４億４千６百万円の収入超過となった。これに基本金取崩額１千２百万円と前年度繰越消費支出超過額
４９億４百万円を合わせ、翌年度繰越消費支出超過額は４４億４千６百万円となった。なお、帰属収入
と消費支出の差である帰属収支差額は５億６百万円（対同度比９千４百万円増）となり、消費支出比率
は９５．１％と前年度に比べ０．７ポイント減少した。
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３．貸借対照表

資産の部 ( 単位：百万円 )

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
( 本 年 度 末 - 前 年 度 末 )

44,021 44,820 △ 799

有形固定資産 32,380 33,191 △ 811

その他の固定資産 11,641 11,629 12

12,035 11,121 914

合計 56,056 55,941 115

負債の部､基本金の部､消費収支差額の部

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
( 本 年 度 末 - 前 年 度 末 )

3,956 4,225 △ 269

2,306 2,428 △ 122

計 6,262 6,654 △ 392

54,240 54,192 48

△ 4,446 △ 4,904 458

56,056 55,943 113

(参考)

正味資産 49,794 49,288 506

※ 正味資産 ＝ 資産 － 負債  { 基本金＋消費収支差額 }

減価償却額の累計額 22,913 22,276 637

基 本 金 未 組 入 額 1,900 2,109 △ 209

資
産
の
部

貸借対照表

基本金の部　計

消費収支差額の部　計

負債の部基本金の部
及び消費収支差額の部合計

固定負債

流動負債

科 目

　当期資金収支及び消費収支の結果、財産状況を示す貸借対照表は以下のとおりである。
資産の部の固定資産は、有形固定資産が、既存校舎改修工事、８５周年記念館耐震改修工事

などで３２３億８千万円となった。また、その他の固定資産は有価証券の購入及び減価償却・
退職給与・学校運営引当特定資産の繰入などにより１１６億４千１百万円となり、固定資産合
計で対同比７億９千９百万円減の４４０億２千１百万円となった。流動資産では、現金・預金
が１１６億２千５百万円と対同比９億３千万円増加し、合計で対同比９億１千４百万円増の１
２０億３千５百万円となった。この結果、資産の部合計では５６０億５千６百万円（対同比１
億１千５百万円増）となった。
また、負債の部では長期借入金や退職給与引当金を主とする固定負債が借入金の返済による

減少を主因として３９億５千６百万円となったが、前受金や短期借入金を主とする流動負債が
２３億６百万円となったので、負債合計で対同比３億９千２百万円減の６２億６千２百万円と
なった。
さらに、基本金の部は既存校舎改修工事及び８５周年記念館耐震改修等に係る建物等資産取

得、備品の取替更新、図書・ソフトウェアの取得などによる組入により対同比４千８百万円増
加し５４２億４千万円となった。

負
債
の
部

科 目

固定資産

流動資産
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( 消費収入の部 ) ( 単位：百万円 )

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

8,277 8,191 7,858 7,744 8,242 

320 304 315 302 276 

66 60 79 69 82 

1,288 1,101 1,073 1,092 1,138 

111 112 100 93 72 

1 1 1 0 0 

183 193 194 208 238 

472 360 365 317 298 

10,718 10,322 9,984 9,827 10,347 

△853 △657 △1,603 △1,038 △60 

9,865 9,665 8,382 8,789 10,286 

( 消費支出の部 )

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

5,766  5,559  5,529  5,565  5,935  

2,864  2,804  2,747  2,901  2,965  

(1,075) (1,090) (1,037) (1,026) (1,116) 

790  741  764  832  889  

(136) (139) (121) (116) (145) 

61  55  50  46  42  

15  21  87  70  10  

11  1  0  0  0  

9,507  9,180  9,177  9,415  9,841  

359  484  － － 446  

－ － △795  △626  －

△4,722  △4,363  △3,850  △4,406  △4,904  

0  29  239  128  12  

△4,363  △3,850  △4,406  △4,904  △4,446  

帰属収支差額(帰属収入－消費支出)の推移 ( 単位：百万円 )

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

1,211 1,143 1,142 412 506 

人 件 費

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

（ 内 減 価 償 却 ）

区 分

当 年 度 消 費 支 出 超 過 額

教 育 研 究 経 費

当 年 度 消 費 収 入 超 過 額

（ 内 減 価 償 却 ）

資 産 処 分 差 額

借 入 金 等 利 息

帰 属 収 支 差 額

消 費 支 出 の 部 合 計

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額

基 本 金 取 崩 額

前 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

管 理 経 費

４．財務関係資料

(１)消費収支の推移

寄 付 金

手 数 料

学 生 生 徒 等 納 付 金

科 目 年 度

資 産 売 却 差 額

科 目 年 度

資 産 運 用 収 入

補 助 金

消 費 収 入 の 部 合 計

基 本 金 組 入 額 合 計

帰 属 収 入 合 計

雑 収 入

事 業 収 入

参 考 
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(資産の部) ( 単位：百万円 )

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

42,879 43,695 44,809 44,820 44,021 

32,712 32,022 31,381 33,191 32,380 

土 地 12,683 12,683 12,683 12,683 12,683 

建 物 16,148 15,545 14,991 16,175 15,592 

そ の 他 3,881 3,794 3,707 4,333 4,105 

10,167 11,673 13,428 11,629 11,641 

有 価 証 券 3,598 4,099 4,850 5,050 4,850 

特 定 資 産 6,350 7,350 8,350 6,350 6,548 

(内、退職給与引当特定資産) (2,050) (2,150) (2,250) (2,250) (2,248)

第 2 号 基 本 金 引 当 資 産 0 0 0 0 0 

第 3 号 基 本 金 引 当 資 産 119 119 130 131 142 

そ の 他 100 105 98 98 100 

11,364 11,101 10,554 11,121 12,035 

現 金 ･ 預 金 10,864 10,670 10,134 10,694 11,625 

立 替 金 0 0 0 0 0 

そ の 他 500 431 420 427 410 

54,243 54,796 55,363 55,941 56,056 

( 負債の部、基本金の部および消費収支差額の部)

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

5,071 4,716 4,444 4,225 3,956 

長 期 借 入 金 2,456 2,267 2,078 1,889 1,700 

退 職 給 与 引 当 金 2,593 2,438 2,364 2,326 2,248 

そ の 他 22 11 2 10 9 

2,245 2,012 2,043 2,428 2,306 

短 期 借 入 金 284 189 189 189 189 

前 受 金 1,516 1,405 1,482 1,739 1,669 

そ の 他 445 418 372 500 448 

7,316 6,728 6,487 6,654 6,262 

50,566 51,194 51,346 53,456 53,493 

0 0 1,200 0 0 

119 119 130 131 142 

605 605 605 605 605 

51,290 51,918 53,281 54,192 54,240 

△4,363 △3,850 △4,406 △4,904 △4,446 

54,243 54,796 55,363 55,941 56,056 

有 形 固 定 資 産

科 目 年 度

第 1 号 基 本 金

第 2 号 基 本 金

第 3 号 基 本 金

科 目 年 度

負 債 の 部 合 計

　流　動　負　債

(２)貸借対照表の推移

負債の部、基本金の部および消費収支
差 額 の 部 の 合 計

消 費 収 支 差 額 の 部

基 本 金 の 部 合 計

第 4 号 基 本 金

　固　定　資　産

　流　動　資　産

　固　定　負　債

資 産 の 部 合 計

そ の 他 の 固 定 資 産
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③消費収支計算の推移

帰属
収入

消費
支出
消費
支出

④消費収支計算の推移

人件費比率

補助金比率

寄付金比率

10,718 

10,322 

9,984 
9,827 

10,347 

9,507 

9,180 9,177 

9,415 

9,841 

88.7 
88.9 

91.9 

95.8 

95.1 

88.0

89.0

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

95.0

96.0

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

（％） （百万円） 
(３)帰属収入と消費支出の推移 

帰属 

収入 

消費 

支出 

消費 

支出 

比率 

77.2  79.4  78.7  78.8  79.7  

53.8  53.9  55.4  56.6  57.4  

26.7  27.2  27.5  29.5  28.7  

12.0  10.7  10.7  11.1  11.0  

0.6  0.6  0.8  0.7  0.8  
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

（％） 
(４)対帰属収入比率の推移      

学生生徒等

納付金比率 

人件費比率 

教 育 研 究  

経 費 比 率 

補助金比率 

寄付金比率 
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⑤資産構成の推移

有　　　形
固定資産

その他の
固定資産

流動資産

⑥負債の推移

負債比率

総負債比率79.1  

88.2  

95.2  96.7  
100.0  

15.6  
14.0  13.3  13.5  12.6  

13.5  12.3  11.7  11.9  11.2  

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

（％） (６)負債の推移 

退職給与 

引当預金率 

負債比率 

総負債比率 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

11,364 11,101 10,554 11,121 12,035 

10,167 11,673 13,428 11,629 11,641 

32,712 32,022 31,381 33,191 32,380 

(５)資産構成の推移 

有   形 

固定資産 

その他の 

固定資産 

流動資産 

（百万円） 
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⑦消費収支差額と自己資金の推移

流動資産
構成比率

自己資金
構成比率

基本金比率

⑦消費収支差額と自己資金の推移

資産

負債
正味
資産

94.8  95.5  95.9  96.3  96.6  

86.5  87.7  88.3  88.1  88.8  

21.0  20.3  19.1  19.9  21.5  

△ 8.0 △ 7.0 △ 8.0 △ 8.8 △ 7.9 
-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

（％） 
(７)消費収支差額と自己資金の推移 

基本金比率 

自己資金 

構成比率 

流動資産 

構成比率 

消費収支差額

構成比率 

54,243 54,796 55,363 55,941 56,056 

7,316 6,728 6,487 6,654 6,262 

46,927 48,068 48,876 49,287 49,794 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

（百万円） 

(８)資産・負債・正味資産の推移 

資産 

負債 

正味 

資産 
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（単位　円）

8,242,112,000 8,242,182,538 △ 70,538

4,906,861,000 4,907,650,750 △ 789,750

719,980,000 719,980,000 0

361,118,000 360,832,188 285,812

2,169,930,000 2,170,190,000 △ 260,000

60,520,000 60,504,000 16,000

23,703,000 23,025,600 677,400

301,312,000 275,525,558 25,786,442

274,790,000 249,440,000 25,350,000

150,000 150,000 0

6,111,000 5,689,600 421,400

7,637,000 7,639,912 △ 2,912

5,543,000 5,545,646 △ 2,646

7,081,000 7,060,400 20,600

67,475,000 74,699,929 △ 7,224,929

67,475,000 74,699,929 △ 7,224,929

1,142,821,000 1,138,307,790 4,513,210

582,869,000 580,390,820 2,478,180

559,952,000 557,916,970 2,035,030

77,062,000 72,402,718 4,659,282

476,000 476,588 △ 588

62,853,000 61,041,771 1,811,229
13,733,000 10,884,359 2,848,641

1,000,000,000 1,000,000,000 0

1,000,000,000 1,000,000,000 0

232,790,000 238,174,244 △ 5,384,244

11,869,000 12,170,413 △ 301,413

8,940,000 8,963,150 △ 23,150

2,857,000 2,966,000 △ 109,000

72,000 241,263 △ 169,263

204,135,000 209,059,031 △ 4,924,031

110,596,000 110,596,000 0

23,876,000 23,876,000 0

1,781,000 1,804,028 △ 23,028

10,740,000 11,051,240 △ 311,240

582,000 565,592 16,408

4,166,000 4,405,670 △ 239,670

6,627,000 6,874,995 △ 247,995

35,743,000 39,488,854 △ 3,745,854

1,377,000 935,500 441,500

3,057,000 3,871,152 △ 814,152

5,590,000 5,590,000 0

16,786,000 16,944,800 △ 158,800

16,786,000 16,944,800 △ 158,800

275,055,000 282,691,628 △ 7,636,628

211,404,000 213,405,660 △ 2,001,660

47,423,000 52,476,450 △ 5,053,450

379,000 254,155 124,845

5,436,000 5,435,159 841

10,413,000 11,120,204 △ 707,204

地域連携協力推進ｾﾝﾀｰ収入

販 売 機 手 数 料 収 入

出 版 部 収 入

入学案内書等頒布収入

東京都私学財団交付金収入

退職金財団交付金収入

学 園 食 堂 収 入

有 価 証 券 売 却 収 入

寄 付 金 収 入

特 別 寄 付 金 収 入

給 食 費 収 入

地方公共団体補助金収入

手 数 料 収 入

資 産 運 用 収 入

受取利息・配当金収入

就職講座・試験料収入

臨床相談センター収入

資 産 売 却 収 入

雑 収 入

ﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾌ支援ｾﾝﾀｰ収入

生涯学習センター収入

補 助 活 動 収 入

学 寮 収 入

狭 山 学 寮 収 入

子どもクリニック収入

事 業 収 入

実 験 実 習 料 収 入

学生生徒等納付金収入

施設設備維持充実費収入

教職等課程履修料収入

試 験 料 収 入

免 許 手 数 料 収 入

奨 学 基 金 運 用 収 入

資　　金　　収　　支　　計　　算　　書

平成２６年 ４ 月 １ 日から
平成２７年 ３ 月３１日まで

入 学 金 収 入

差　　　　　　異

大学入試センター試験
実 施 手 数 料 収 入

補 助 金 収 入

予　　　　　　算

入 学 検 定 料 収 入

収　　入　　の　　部

科　　　　　　　　　　目

証 明 手 数 料 収 入

そ の 他 の 雑 収 入

受 託 事 業 収 入

科 学 研 究 費 関 連 収 入

箱根仙石ｾ ﾐ ﾅ ｰ ﾊ ｳ ｽ収入

決　　　　　　算

授 業 料 収 入

免許状更新講習料収入

受 託 事 業 収 入

附 属 事 業 収 入

ナースリールーム収入

国 庫 補 助 金 収 入

施 設 設 備 利 用 料 収 入

幼 稚 園 収 入

資料2 



（単位　円）

0 200,000 △ 200,000

0 200,000 △ 200,000

1,554,890,000 1,669,106,263 △ 114,216,263

622,450,000 674,865,000 △ 52,415,000

647,860,000 689,190,000 △ 41,330,000

252,940,000 274,620,000 △ 21,680,000

14,890,000 13,690,000 1,200,000

16,750,000 16,000,000 750,000

0 205,000 △ 205,000

0 536,263 △ 536,263

841,337,000 890,347,778 △ 49,010,778

0 53,773,905 △ 53,773,905

0 2,150,207 △ 2,150,207

500,000,000 500,000,000 0

7,390,000 457,000 6,933,000

333,876,000 333,875,666 334

5,000 25,000 △ 20,000

66,000 66,000 0

△ 2,023,445,000 △ 2,069,198,140 45,753,140

△ 283,895,000 △ 329,648,140 45,753,140

△ 1,739,550,000 △ 1,739,550,000 0

10,694,210,506 10,694,210,506

103,031,306

授 業 料 前 受 金 収 入

△

学 寮 費 前 受 金 収 入

22,508,650,812

資 金 収 入 調 整 勘 定

退職給与引当特定資産
か ら の 繰 入 収 入

前年度繰越支払資金

長 期 貸 付 金 回 収 収 入

期 末 未 収 入 金

前 期 末 前 受 金

前 期 末 未 収 入 金 収 入

学校運営引当特定資産
か ら の 繰 入 収 入
奨 学 貸 付 金 回 収 収 入

長 期 未 収 入 金 収 入

施 設 設 備 維 持 充 実 費
前 受 金 収 入

ﾋ ｭ ｰ ﾏ ﾝ ﾗ ｲ ﾌ 支 援 ｾ ﾝ ﾀ ｰ
前 受 金 収 入

学 生 ・ 生 徒 預 り 預 金
か ら の 繰 入 収 入

長 期 借 入 金 収 入

入 学 金 前 受 金 収 入

前 受 金 収 入

決　　　　　　算科　　　　　　　　　　目 予　　　　　　算

入 寮 費 前 受 金 収 入

22,405,619,506

そ の 他 の 収 入

収 入 の 部 合 計

差　　　　　　異

収　　入　　の　　部

就 職 講 座 ・ 試 験 料
前 受 金 収 入

借 入 金 等 収 入



（単位　円）

5,992,951,000 6,004,257,935 △ 11,306,935

3,780,486,000 3,787,547,132 △ 7,061,132

1,827,521,000 1,826,546,173 974,827

39,677,000 39,316,216 360,784

345,267,000 350,848,414 △ 5,581,414

2,048,030,000 1,848,376,437 199,653,563

293,948,000 245,437,433 48,510,567

259,504,000 258,235,511 1,268,489

75,653,000 59,816,499 15,836,501

66,506,000 56,770,842 9,735,158

75,477,000 67,304,281 8,172,719

99,381,000 90,275,024 9,105,976

33,268,000 27,872,638 5,395,362

19,021,000 18,129,894 891,106

31,320,000 27,644,359 3,675,641

7,348,000 5,942,912 1,405,088

109,279,000 96,996,225 12,282,775

163,043,000 154,025,008 9,017,992

16,460,000 15,149,897 1,310,103

9,072,000 9,187,025 △ 115,025

3,027,000 1,285,696 1,741,304

30,812,000 28,691,189 2,120,811

116,102,000 93,499,364 22,602,636

556,775,000 527,854,623 28,920,377

293,000 151,182 141,818

53,696,000 41,622,251 12,073,749

28,045,000 22,484,584 5,560,416

776,802,000 743,087,886 33,714,114

33,489,000 30,411,432 3,077,568

53,641,000 52,644,886 996,114

57,909,000 56,283,256 1,625,744

12,040,000 10,176,824 1,863,176

88,359,000 89,505,235 △ 1,146,235

8,681,000 8,502,908 178,092

22,525,000 21,754,232 770,768

1,836,000 1,706,901 129,099

2,796,000 2,250,548 545,452

177,205,000 166,280,235 10,924,765

30,842,000 24,545,513 6,296,487

20,488,000 21,266,505 △ 778,505

4,430,000 4,426,060 3,940

1,770,000 1,338,578 431,422

7,680,000 11,065,435 △ 3,385,435

13,596,000 12,525,736 1,070,264

19,774,000 18,062,518 1,711,482

186,683,000 181,436,462 5,246,538

171,000 81,127 89,873

4,960,000 4,666,024 293,976

0 50,000 △ 50,000

59,000 59,000 0

2,454,000 2,478,624 △ 24,624

25,414,000 21,569,847 3,844,153

寄 付 金 支 出

雑 費 支 出

私 立 大 学 等 経 常 費
補 助 金 返 還 金 支 出
国庫補助金返還金支出

研 修 費 支 出

団 体 会 費 支 出

会 議 費 支 出

行 事 費 支 出

公 租 公 課 支 出

委 託 費 支 出

福 利 費 支 出

支 払 報 酬 支 出

福 利 費 支 出

行 事 費 支 出

管 理 経 費 支 出

雑 費 支 出

委 託 費 支 出

会 議 費 支 出

決　　　　　　算

団 体 会 費 支 出

差　　　　　　異

消 耗 品 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

職 員 人 件 費 支 出

役 員 報 酬 支 出

退 職 金 支 出

予　　　　　　算

光 熱 水 費 支 出

旅 費 交 通 費 支 出

支　　出　　の　　部

科　　　　　　　　　　目

人 件 費 支 出

教 員 人 件 費 支 出

研 修 費 支 出

通 信 運 搬 費 支 出

奨 学 費 支 出

出 版 物 費 支 出

消 耗 品 費 支 出

食 材 費 支 出

印 刷 製 本 費 支 出

損 害 保 険 料 支 出

学 会 費 等 支 出

支 払 報 酬 支 出

賃 借 料 支 出

免 許 手 数 料 支 出

修 繕 費 支 出

保 守 ・ 点 検 料 支 出

光 熱 水 費 支 出

旅 費 交 通 費 支 出

修 繕 費 支 出

保 守 ・ 点 検 料 支 出

印 刷 製 本 費 支 出

出 版 物 費 支 出

広 告 費 支 出

通 信 運 搬 費 支 出

損 害 保 険 料 支 出

賃 借 料 支 出



（単位　円）

41,648,000 41,648,040 △ 40

41,648,000 41,648,040 △ 40

188,880,000 188,880,000 0

188,880,000 188,880,000 0

97,624,000 97,001,649 622,351

78,358,000 77,844,272 513,728

7,454,000 7,347,577 106,423

11,812,000 11,809,800 2,200

354,198,000 353,962,503 235,497

254,803,000 255,767,414 △ 964,414

13,986,000 10,170,676 3,815,324

51,439,000 50,466,463 972,537

25,239,000 32,448,902 △ 7,209,902

8,731,000 5,109,048 3,621,952

1,711,000,000 1,511,000,000 200,000,000

1,000,000,000 800,000,000 200,000,000

100,000,000 100,000,000 0

500,000,000 500,000,000 0

100,000,000 100,000,000 0

11,000,000 11,000,000 0

196,338,000 266,416,968 △ 70,078,968

0 51,610,884 △ 51,610,884

0 18,237,548 △ 18,237,548

0 200,000 △ 200,000

182,037,000 182,036,565 435

14,301,000 14,331,971 △ 30,971

250,000,000 250,000,000

△ 164,526,000 △ 170,494,447 5,968,447

△ 139,879,000 △ 145,847,926 5,968,926

△ 24,647,000 △ 24,646,521 △ 479

10,912,674,506 11,624,513,841 △ 711,839,335

預 り 金 支 払 支 出

その他の機器備品支出

図 書 支 出

そ の 他 の 支 出

施 設 整 備 引 当 特 定
資 産 へ の 繰 入 支 出

建 物 支 出

借 入 金 返 済 支 出

施 設 関 係 支 出

構 築 物 支 出

建 設 仮 勘 定 支 出

設 備 関 係 支 出

有 価 証 券 購 入 支 出

資 産 運 用 支 出

教育研究用ｿﾌﾄｳ ｪｱ支出

そ の 他 の ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 支 出

教育研究用機器備品支出

借 入 金 等 返 済 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出

借 入 金 利 息 支 出

予　　　　　　算 決　　　　　　算 差　　　　　　異

支　　出　　の　　部

科　　　　　　　　　　目

次年度繰越支払資金

資 金 支 出 調 整 勘 定

減 価 償 却 引 当 特 定
資 産 へ の 繰 入 支 出

〔予　　　備　　　費〕

貸 付 金 支 払 支 出

学 校 運 営 引 当 特 定
資 産 へ の 繰 入 支 出
第3号基本金引当資産支出

学 生 ・ 生 徒 預 り
預 金 へ の 繰 入 支 出

前 期 末 前 払 金

期 末 未 払 金

前期末未払金支払支出

前 払 金 支 払 支 出

103,031,30622,508,650,812 △22,405,619,506支　出　の　部　合　計



（単位　円）

8,242,112,000 8,242,182,538 △ 70,538
4,906,861,000 4,907,650,750 △ 789,750

719,980,000 719,980,000 0
361,118,000 360,832,188 285,812

2,169,930,000 2,170,190,000 △ 260,000
60,520,000 60,504,000 16,000
23,703,000 23,025,600 677,400

301,312,000 275,525,558 25,786,442
274,790,000 249,440,000 25,350,000

150,000 150,000 0
6,111,000 5,689,600 421,400
7,637,000 7,639,912 △ 2,912

5,543,000 5,545,646 △ 2,646

7,081,000 7,060,400 20,600

69,171,000 81,891,854 △ 12,720,854
67,475,000 74,699,929 △ 7,224,929
1,696,000 7,191,925 △ 5,495,925

1,142,821,000 1,138,307,790 4,513,210
582,869,000 580,390,820 2,478,180
559,952,000 557,916,970 2,035,030

77,062,000 72,402,718 4,659,282
476,000 476,588 △ 588

62,853,000 61,041,771 1,811,229
13,733,000 10,884,359 2,848,641

10,000 10,000 0
10,000 10,000 0

232,790,000 238,174,244 △ 5,384,244
11,869,000 12,170,413 △ 301,413
8,940,000 8,963,150 △ 23,150
2,857,000 2,966,000 △ 109,000

72,000 241,263 △ 169,263
204,135,000 209,059,031 △ 4,924,031
110,596,000 110,596,000 0
23,876,000 23,876,000 0
1,781,000 1,804,028 △ 23,028

10,740,000 11,051,240 △ 311,240
582,000 565,592 16,408

4,166,000 4,405,670 △ 239,670
6,627,000 6,874,995 △ 247,995

35,743,000 39,488,854 △ 3,745,854
1,377,000 935,500 441,500
3,057,000 3,871,152 △ 814,152
5,590,000 5,590,000 0

16,786,000 16,944,800 △ 158,800
16,786,000 16,944,800 △ 158,800

313,935,000 298,139,330 15,795,670
211,404,000 213,405,660 △ 2,001,660
47,423,000 52,476,450 △ 5,053,450

379,000 254,155 124,845
5,436,000 5,435,159 841

49,293,000 26,567,906 22,725,094

10,379,213,000 10,346,634,032 32,578,968

△ 271,931,000 △ 60,288,208 △ 211,642,792

10,107,282,000 10,286,345,824 △ 179,063,824消 費 収 入 の 部 合 計

東 京 都 私 学 財 団 交 付 金
入 学 案 内 書 等 頒 布 収 入
科 学 研 究 費 関 連 収 入
そ の 他 の 雑 収 入

帰 属 収 入 合 計

基 本 金 組 入 額 合 計

幼 稚 園 収 入
免 許 状 更 新 講 習 料 収 入

受 託 事 業 収 入
受 託 事 業 収 入

雑 収 入
退 職 金 財 団 交 付 金

学 園 食 堂 収 入
出 版 部 収 入
箱根仙石 ｾ ﾐ ﾅ ｰ ﾊ ｳ ｽ 収入
ﾋｭｰ ﾏ ﾝ ﾗ ｲ ﾌ支援ｾﾝﾀ ｰ収入
生 涯 学 習 セ ン タ ー 収 入
地域連携協力推進ｾﾝﾀｰ収入

臨 床 相 談 セ ン タ ー 収 入
子 ど も ク リ ニ ッ ク 収 入

補 助 活 動 収 入
学 寮 収 入
狭 山 学 寮 収 入
販 売 機 手 数 料 収 入

施 設 設 備 利 用 料

資 産 売 却 差 額
有 価 証 券 売 却 差 額

事 業 収 入
附 属 事 業 収 入

ナ ー ス リ ー ル ー ム 収 入

補 助 金
国 庫 補 助 金
地 方 公 共 団 体 補 助 金

資 産 運 用 収 入
奨 学 基 金 運 用 収 入
受 取 利 息 ・ 配 当 金

大 学 入 試 セ ン タ ー 試 験
実 施 手 数 料
就 職 講 座 ・ 試 験 料

寄 付 金
特 別 寄 付 金
現 物 寄 付 金

給 食 費

手 数 料
入 学 検 定 料
試 験 料
証 明 手 数 料
免 許 手 数 料

学 生 生 徒 等 納 付 金
授 業 料
入 学 金
実 験 実 習 料
施 設 設 備 維 持 充 実 費
教 職 等 課 程 履 修 料

消　　費　　収　　支　　計　　算　　書

平成２６年 ４ 月 １ 日から
平成２７年 ３ 月３１日まで

消　費　収　入　の　部

科　　　　　　　　　　目 予　　　　　　算 決　　　　　　算 差　　　　　　異

資料3 



（単位　円）

5,914,318,000 5,935,223,418 △ 20,905,418

3,780,486,000 3,787,547,132 △ 7,061,132

1,827,521,000 1,826,546,173 974,827

39,677,000 39,316,216 360,784

56,918,000 59,011,303 △ 2,093,303

209,716,000 222,802,594 △ 13,086,594

3,167,496,000 2,965,475,688 202,020,312

293,948,000 245,532,233 48,415,767

259,504,000 258,235,511 1,268,489

75,653,000 59,816,499 15,836,501

66,506,000 56,770,842 9,735,158

75,477,000 67,304,281 8,172,719

99,381,000 90,813,325 8,567,675

33,268,000 27,872,638 5,395,362

19,021,000 18,129,894 891,106

31,320,000 27,644,359 3,675,641

7,348,000 5,942,912 1,405,088

109,279,000 96,996,225 12,282,775

163,043,000 154,025,008 9,017,992

16,460,000 15,149,897 1,310,103

9,072,000 9,187,025 △ 115,025

3,027,000 1,285,696 1,741,304

30,812,000 28,691,189 2,120,811

116,102,000 93,499,364 22,602,636

556,775,000 527,854,623 28,920,377

293,000 151,182 141,818

53,696,000 41,622,251 12,073,749

28,045,000 22,484,584 5,560,416

1,119,466,000 1,116,466,150 2,999,850

922,762,000 888,587,547 34,174,453

33,489,000 30,665,372 2,823,628

53,641,000 52,644,886 996,114

57,909,000 56,283,256 1,625,744

12,040,000 10,176,824 1,863,176

88,359,000 89,505,235 △ 1,146,235

8,681,000 8,799,998 △ 118,998

22,525,000 21,754,232 770,768

1,836,000 1,706,901 129,099

2,796,000 2,250,548 545,452

177,205,000 166,280,235 10,924,765

30,842,000 24,545,513 6,296,487

20,488,000 21,266,505 △ 778,505

4,430,000 4,426,060 3,940

1,770,000 1,338,578 431,422

7,680,000 11,065,435 △ 3,385,435

13,596,000 12,525,736 1,070,264

19,774,000 18,062,518 1,711,482

186,683,000 181,436,462 5,246,538

171,000 81,127 89,873

4,960,000 4,666,024 293,976

0 50,000 △ 50,000

59,000 59,000 0

2,454,000 2,478,624 △ 24,624

25,414,000 21,569,847 3,844,153

145,960,000 144,948,631 1,011,369

消　費　支　出　の　部

旅 費 交 通 費

広 告 費

修 繕 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

団 体 会 費

消 耗 品 費

食 材 費

光 熱 水 費

団 体 会 費

支 払 報 酬

委 託 費

行 事 費

雑 費

会 議 費

公 租 公 課

保 守 ・ 点 検 料

印 刷 製 本 費

出 版 物 費

損 害 保 険 料

賃 借 料

研 修 費

委 託 費

会 議 費

行 事 費

雑 費

減 価 償 却 額

研 修 費

福 利 費

決　　　　　　算 差　　　　　　異

教 育 研 究 経 費

奨 学 費

消 耗 品 費

光 熱 水 費

旅 費 交 通 費

予　　　　　　算

教 員 人 件 費

科　　　　　　　　　　目

人 件 費

職 員 人 件 費

役 員 報 酬

福 利 費

退 職 金

退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額

損 害 保 険 料

修 繕 費

出 版 物 費

通 信 運 搬 費

賃 借 料

保 守 ・ 点 検 料

免 許 手 数 料

学 会 費

管 理 経 費

支 払 報 酬

私 立 大 学 等 経 常 費
補 助 金 返 還 金

減 価 償 却 額

国 庫 補 助 金 返 還 金

寄 付 金



（単位　円）

41,648,000 41,648,040 △ 40

41,648,000 41,648,040 △ 40

6,298,000 9,770,377 △ 3,472,377

647,000 4,629,420 △ 3,982,420

121,000 153,565 △ 32,565

5,530,000 4,987,392 542,608

100,000,000 100,000,000

借 入 金 利 息

科　　　　　　　　　　目

△

△4,936,778,381

前年度繰越消費支出超過額

翌年度繰越消費支出超過額 △

4,903,820,381

4,445,950,506

9,840,705,070 311,816,930

4,903,820,381

45,240,000

基 本 金 取 崩 額 12,282,000 12,229,121

△

資 産 処 分 差 額

借 入 金 等 利 息

決　　　　　　算予　　　　　　算

消　費　支　出　の　部

10,152,522,000

教育研究用機器備品処分差額

その他の機器備品処分差額

図 書 処 分 差 額

〔予　　　備　　　費〕

差　　　　　　異

消 費 支 出 の 部 合 計

当 年 度 消 費 支 出 超 過 額 △

当 年 度 消 費 収 入 超 過 額 445,640,754



（単位  円）

44,021,256,216 44,820,392,758 △ 799,136,542

32,380,204,610 33,191,471,472 △ 811,266,862

12,682,878,553 12,682,878,553 0

15,591,844,697 16,175,425,922 △ 583,581,225

430,892,976 489,674,898 △ 58,781,922

1,349,506,624 1,362,895,779 △ 13,389,155

90,843,561 99,811,389 △ 8,967,828

2,222,428,398 2,168,029,931 54,398,467

1 130,000 △ 129,999

11,809,800 212,625,000 △ 200,815,200

11,641,051,606 11,628,921,286 12,130,320

4,936,697 4,936,697 0

503,533 737,185 △ 233,652

77,774,009 73,022,853 4,751,156

16,631,074 18,012,051 △ 1,380,977

4,849,670,000 5,049,660,000 △ 199,990,000

266,000 132,000 134,000

500,000 500,000 0

880,000 880,000 0

2,790,000,000 2,690,000,000 100,000,000

2,247,849,793 2,250,000,000 △ 2,150,207

500,000,000 0 500,000,000

1,000,000,000 1,400,000,000 △ 400,000,000

9,857,000 9,857,000 0

513,500 513,500 0

141,670,000 130,670,000 11,000,000

12,034,698,836 11,121,100,598 913,598,238

11,624,513,841 10,694,210,506 930,303,335

329,648,140 333,875,666 △ 4,227,526

51,610,884 53,773,905 △ 2,163,021

28,925,971 39,240,521 △ 10,314,550

56,055,955,052 55,941,493,356 114,461,696

その他の固定資産

教 育 研 究 用 ソ フ ト ウ ェ ア

有 価 証 券

保 証 金

長 期 貸 付 金

施 設 整 備 引 当 特 定 資 産

奨 学 貸 付 金

電 話 加 入 権

その他の教育研究等引当特定資産

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

学 校 運 営 引 当 特 定 資 産

施 設 利 用 権

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産

そ の 他 の ソ フ ト ウ ェ ア

学 生 ・ 生 徒 預 り 預 金

教 育 研 究 等 引 当 特 定 資 産

資 産 の 部 合 計

現 金 ・ 預 金

前 払 金

流 動 資 産

未 収 入 金

第 ３ 号 基 本 金 引 当 資 産

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

平成２７年 ３ 月３１日

  　　　資　　　産　　　の　　　部

科　　　　　　　　　　　目 前　年　度　末 増　　　　　減本　年　度　末

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 設 仮 勘 定

教 育 研 究 用 機 器 備 品

そ の 他 の 機 器 備 品

図 書

構 築 物

建 物

車 輌

資料4 



（単位  円）

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

　　　…移動平均法に基づく原価法である。

　　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　　…預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　…金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額を計上している。

　　　　退職金財団に対する掛金の累積額と交付額の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。

　　　　繰入調整額を加減した金額を計上している。

　　　　計上している。

　　　　高等学校以下の教員については、期末要支給額862,548,902円から東京都私学財団よりの交付金相当額を控除した金額の100%を

　(2) その他の重要な会計方針

        役員については期末要支給額 39,415,433円の100％を基にして私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付額の累積額との

　　　…退職金の支給に備えるため、大学及び短大等の教職員については、期末要支給額 2,672,636,846円の100%を基にして、私立大学

54,191,573,910

182,036,565

6,262,272,561

4,225,452,735

188,880,000

2,428,287,092

2,000,000

2,325,767,135

1,889,000,000

8,685,600

317,820,527

1,739,550,000

6,653,739,827

53,455,903,910

4,445,950,506

  　　　消 費 収 支 差 額 の 部

299,582,979

科　　　　　　　　　　　　目

翌年度繰越消費支出超過額

130,670,000

預 り 金

53,492,962,997

前 受 金

基 本 金 の 部 合 計 54,239,632,997

本　年　度　末 前　年　度　末

3,956,488,193

1,700,120,000

長 期 未 払 金 6,518,400

短 期 借 入 金

未 払 金

189,080,000

預 り 保 証 金 等

  　　　負　　　債　　　の　　　部

科　　　　　　　　　　　　目

流 動 負 債

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 与 引 当 金

本　年　度　末

2,000,000

増　　　　　減前　年　度　末

第　１　号　基　本　金

第　３　号　基　本　金

第　４　号　基　本　金

2,247,849,793

2,305,784,368

負 債 の 部 合 計

148,015,126

注　記

4,903,820,381

4,903,820,381△

△

4,445,950,506

本　年　度　末

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計

56,055,955,052

　(1) 引当金の計上基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

48,059,087

増　　　　　減本　年　度　末 前　年　度　末

増　　　　　減

457,869,875

457,869,875

114,461,696負債の部、基本金の部及び消費収支差額の部合計

増　　　　　減

37,059,087

11,000,000

　　退職給与引当金

科　　　　　　　　　　　　目

605,000,000

0

122,502,724

200,000

科　　　　　　　　　　　　目

1,669,106,263

268,964,542

188,880,000

2,167,200

77,917,342

391,467,266

141,670,000

605,000,000

前　年　度　末

55,941,493,356

１．重要な会計方針　　　　　　　　　　　　　　　                

　　徴収不能引当金

34,021,439

70,443,737

18,237,548

0

  　　　基 　本 　金 　の 　部



)

△

( △ )

( )

①平成21年4月1日以降に開始したリース取引

②平成21年3月31日以前に開始したリース取引

(うち満期保有目的の債券)

(うち満期保有目的の債券)

(5,708,407,700)

(5,409,293,200)(5,279,658,000)

合　　　　　計

　　　　　の債券でかつ国債、政府保証債、地方債及びその他格付けが Ａ以上の有力企業の事業債などであり実際に評価

(うち満期保有目的の債券)

885,500

(300,000,000)

(5,579,658,000)

300,000,000

　　　　　時価のある有価証券（特定目的の引当資産に含まれる有価証券を含む。）を記載した。

　　　　　また、時価と貸借対照表計上額との差額(評価損益)が 128,749,700円であるが、全ての有価証券が満期保有目的

128,749,700

時 価 が 貸 借 対 照 表
計上額を超えないもの

128,749,700

885,500(299,114,500)

5,708,407,7005,579,658,000

299,114,500

７．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

(単位　円)

5,409,293,200 129,635,2005,279,658,000

３．減価償却額の累計額の合計額　　　　 　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　 22,912,829,818 円

２．重要な会計方針の変更等　　　　　なし　　　　　

　　　土　　地　　　　　　　 1,265,818,233 円

４．徴収不能引当金の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　10,119,920 円

　　担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

リース料総額

教育研究用機器備品

リース資産の種類

　(1) 有価証券の時価情報

５．担保に供されている資産の種類及び額

(129,635,200

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額　　　 1,899,916,744 円

教育研究用機器備品 0 円

そ の 他 の 機 器 備 品 0 円

　　　　注）当法人は日本私立学校振興・共済事業団借入に対して清水司より連帯保証を受けている。

　当法人の日本私立学校振興・共済事業団借入に対する被保証

　(3) 関連当事者との取引

0 円

0 円

　　　　　損益が発生する可能性は低い。

未経過リース料期末残高

9,066,386 円

15,187,396 円

　(2) 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース料総額 未経過リース料期末残高

リース物件の種類

23,271,180 円

そ の 他 の 機 器 備 品

理　事 清　水　　　司

役員・法人等の名称 取　　引　　の　　内　　容

27,460,200 円

種　　　類
貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

属　性

当年度（平成27年3月31日）

　　　建　　物　　　　　　　 3,885,992,951 円

時 価 が 貸 借 対 照 表
計 上 額 を 超 え る も の



（単位　円）　
26年度 25年度

一　基本財産 32,621,719,923 33,418,850,258 △ 797,130,335

　１．土地 12,682,878,553 12,682,878,553 0

　　（１）板橋校地 6,572,412,066 6,572,412,066 0

　　（２）狭山校地 6,056,340,186 6,056,340,186 0

　　（３）仙石原校地 3,180,170 3,180,170 0

　　（４）妙高緑苑荘校地 50,946,131 50,946,131 0

　２．建物 15,591,844,697 16,175,425,922 △ 583,581,225

　　（１）板橋校舎 10,108,155,973 10,537,755,561 △ 429,599,588

　　（２）狭山校舎 2,582,798,101 2,718,684,650 △ 135,886,549

　　（３）図書館 1,023,920,692 1,066,778,881 △ 42,858,189

　　（４）講堂・体育館 1,119,449,481 1,059,039,469 60,410,012

　　（５）寄宿舎 470,734,558 496,545,381 △ 25,810,823

　　（６）箱根仙石セミナーハウス 59,987,796 59,525,708 462,088

　　（７）妙高緑苑荘 426,301 514,501 △ 88,200

　　（８）その他 226,371,795 236,581,771 △ 10,209,976

　３．構築物 430,892,976 489,674,898 △ 58,781,922

　４．図書 2,222,428,398 2,168,029,931 54,398,467

　５．教具・校具・備品 1,440,350,185 1,462,707,168 △ 22,356,983

　６．車輌 1 130,000 △ 129,999

　７．建設仮勘定 11,809,800 212,625,000 △ 200,815,200

　８．ソフトウェア 94,405,083 91,034,904 3,370,179

　９．電話加入権 4,936,697 4,936,697 0

　10．施設利用権 503,533 737,185 △ 233,652

　11．積立金 141,670,000 130,670,000 11,000,000

二　運用財産 23,434,235,129 22,522,643,098 911,592,031

　１．現金・預金 11,624,513,841 10,694,210,506 930,303,335

　２．積立金 6,548,220,293 6,350,370,500 197,849,793

　３．有価証券（長期） 4,849,670,000 5,049,660,000 △ 199,990,000

　４．長期貸付金 266,000 132,000 134,000

　５．奨学貸付金 500,000 500,000 0

　６．保証金 880,000 880,000 0

　７．未収入金 329,648,140 333,875,666 △ 4,227,526

　８．学生・生徒預り預金 51,610,884 53,773,905 △ 2,163,021

　９．前払金 28,925,971 39,240,521 △ 10,314,550

三　負債額 6,262,272,561 6,653,739,827 △ 391,467,266

　１．固定負債 3,956,488,193 4,225,452,735 △ 268,964,542

　　（１）長期借入金 1,700,120,000 1,889,000,000 △ 188,880,000

　　（２）長期未払金 6,518,400 8,685,600 △ 2,167,200

　　（３）退職給与引当金 2,247,849,793 2,325,767,135 △ 77,917,342

　　（４）預り保証金 2,000,000 2,000,000 0

　２．流動負債 2,305,784,368 2,428,287,092 △ 122,502,724

　　（１）短期借入金 189,080,000 188,880,000 200,000

　　（２）未払金 148,015,126 182,036,565 △ 34,021,439

　　（３）前受金 1,669,106,263 1,739,550,000 △ 70,443,737

　　（４）預り金 299,582,979 317,820,527 △ 18,237,548

四　基本財産＋運用財産 56,055,955,052 55,941,493,356 114,461,696

五　純資産（四－三） 49,793,682,491 49,287,753,529 505,928,962

平成26年度財産目録

平成27年3月31日

増　　　　　減
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監 事 監 査 報 告 書 

 

 

平成２７年 ５ 月８日 

 

 

 

学校法人 渡 辺 学 園 

  理  事  会 御 中 

  評 議 員 会 御 中 

 

 

                     学校法人 渡 辺 学 園 

 監 事  和 田  義 博  ㊞  

監 事  菅 谷  定 彦  ㊞  

 

 

 

 私たちは、学校法人渡辺学園の監事として、私立学校法第３７条第３項及び渡辺学園  

寄附行為第１１条に基づき、同学園の平成２６年度（平成２６年４月１日から平成２７年

３月３１日まで）の業務及び財産の状況について監査を行いました。その結果につき下記

の通り報告いたします。 

 

１．監査方法の概要 

  理事会及び評議員会等の重要な会議に出席するほか、理事等から業務の執行の報告を

聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、設置されている学校の業務及び財産の状況を調査

しました。また、会計監査人であるＳＫ東京監査法人と連携をとり、計算書類等につき

検討を加えました。 

 

２．監 査 の 結 果 

 (1) 学校法人渡辺学園の業務に関する決定及び執行は適切であり、計算書類すなわち、

資金収支計算書,消費収支計算書,貸借対照表並びに財産目録は、会計帳簿の記載と  

合致し、法人の収支及び財産の状況を正しく示していると認めます。 

 (2) 学校法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する  

重大な事実はないものと認めます。 

 

以  上  

 

 

 

 

資料 6 


